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浜口国民民主党政調会長（左から3人目）に要望

重徳立憲民主党政調会長（右から４人目）に要望

山添日本共産党政策委員長（左から3人目）、辰巳同党衆議院国
会対策副委員長（左から4人目）に要望

斎藤日本維新の会政調会長（右から４人目）に要望

【要望先】（9月３日）
重徳 和彦	 立憲民主党政務調査会長
斎藤 アレックス	日本維新の会政務調査会長
山添 　拓	 日本共産党政策委員長
辰巳 孝太郎	 日本共産党衆議院国会対策副委員長
	 （9月4日）
浜口　 誠	 国民民主党政務調査会長

地
方
六
団
体
、
指
定
都
市
市
長
会
は
９
月
３
～
４
日
、
8
月
27
日
に
引
き
続
き
、「
い

わ
ゆ
る
『
ガ
ソ
リ
ン
の
暫
定
税
率
』
廃
止
に
関
す
る
緊
急
提
言
」
に
関
し
て
、
野
党
関
係

国
会
議
員
に
対
す
る
緊
急
要
請
を
行
っ
た
。
本
会
か
ら
は
、
丸
子
善
弘
会
長
（
山
形
市
議

会
議
長
）（
３
日
）、
池
田
和
幸
副
会
長
（
長
岡
市
議
会
議
長
）（
４
日
）
が
参
加
し
た
。

代
替
と
な
る
恒
久
財
源
措
置
を
要
請

「
ガ
ソ
リ
ン
暫
定
税
率
」
廃
止
に
関
す
る
緊
急
提
言

地方六団体

地
方
税
減
収
対
策

緊
急
提
言
で
は
、い
わ
ゆ
る

「
ガ
ソ
リ
ン
の
暫
定
税
率
」
に

よ
る
税
収
の
う
ち
約
５
千
億

円
が
地
方
の
財
源
と
な
っ
て

お
り
、財
源
の
乏
し
い
地
方
に

と
っ
て
極
め
て
貴
重
な
も
の

と
強
調
し
、社
会
イ
ン
フ
ラ
の

更
新
や
老
朽
化
対
策
、
防
災・

減
災
事
業
に
対
応
し
た
地
方

財
源
が
確
保
さ
れ
な
け
れ
ば

地
方
の
存
続
そ
の
も
の
が
危

ぶ
ま
れ
る
と
指
摘
し
た
。

そ
の
上
で
安
定
的
な
行
政

サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
担
う
地

方
へ
の
影
響
等
を
十
分
に
考

慮
し
、地
方
の
減
収
に
対
し
て

は
恒
久
の
代
替
財
源
を
措
置

す
る
な
ど
、安
定
的
な
財
源
確

保
を
前
提
に
、責
任
あ
る
議
論

を
丁
寧
に
進
め
る
よ
う
求
め

て
い
る
（
全
文 

）。

【要望参加者】
阿部 守一	 全国知事会長（長野県）	 （両日）
竹内 良訓	 全国都道府県議会議長会副会長（静岡県）
	 （３日）
吉田 信解	 全国市長会副会長（本庄市）	 （3日前半）
丸子 善弘	 全国市議会議長会長（山形市）	 （3日）
池田 和幸	 全国市議会議長会副会長（長岡市）	 （4日）
岩田 利雄	 全国町村会副会長（千葉県東庄町）	 （3日）
井上 健次	 全国町村会財政委員長（埼玉県毛呂山町）

（４日）
中本 正廣	 全国町村議会議長会会長（広島県安芸太田町）
		  （両日）
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地
方
交
付
税　

2.0
％
増 

19・3
兆
円

地
方
財
政
収
支
の
仮
試
算
　
公
表

総
務
省
は
８
月
29
日
、
令
和
8
年
度
地
方
財
政
収
支
の
仮
試
算
を
公
表
し
た
。
そ
れ
に
よ

る
と
地
方
交
付
税
総
額
は
出
口
ベ
ー
ス
で
令
和
7
年
度
予
算
比
３
７
９
２
億
円
（
2・0
％
）

増
の
19
兆
３
３
６
７
億
円
を
要
求
し
た
。
ま
た
、
同
日
付
で
地
方
債
計
画
案
も
公
表
。
財
源

不
足
を
補
う
臨
時
財
政
対
策
債
は
、
前
年
度
に
引
き
続
き
ゼ
ロ
と
し
た
（
全
文 

）。

総
務
省
は
、
令
和
8
年
度

の
地
方
財
政
の
課
題
（
通
常

収
支
分
）
と
し
て
、
大
き
く

３
本
の
課
題
を
挙
げ
て
い
る
。

「
経
済
財
政
運
営
と
改
革

の
基
本
方
針
２
０
２
５
」
等

を
踏
ま
え
、
地
方
団
体
が
▽

「
地
方
創
生
2
・
0
」
や
Ｄ

Ｘ・Ｇ
Ｘ
の
推
進
▽
防
災・減

令
和
8
年
度
地
方
財
政
収

支
の
仮
試
算
に
よ
る
と
、
歳

入
・
歳
出
の
合
計
は
、
そ
れ
ぞ

れ
98・9
兆
円
と
見
積
も
っ
た
。

歳
出
は
、
給
与
関
係
経
費

が
令
和
7
年
人
事
院
勧
告（
令

和
７
年
８
月
７
日
）
等
を
反

映
し
て
、
前
年
度
比
3・８
％

（
0・8
兆
円
）
増
の
21
・8
兆

円
を
見
積
も
っ
た
。

一
般
行
政
経
費
は
、
社
会

保
障
関
係
費
、令
和
７
年
人
事

院
勧
告
を
踏
ま
え
た
会
計
年

度
任
用
職
員
の
給
与
等
、委
託

料
の
増
を
反
映
し
、
2・0
％

（
0
・
9
兆
円
）
増

の
46・6
兆
円
。
内

訳
は
補
助
事
業

で
2
・
6
％
（
0
・

7
兆
円
）増
の
27・

3
兆
円
、
単
独
事

業
で
1
・
2
％

（
0
・
2
兆
円
）
増

の
16
・
1
兆
円
を

見
積
も
っ
た
。
こ

の
う
ち
、学
校
、福

祉
施
設
、
図
書
館
、

文
化
施
設
な
ど
自

治
体
施
設
の
光
熱

費
の
高
騰
や
、
ご

み
収
集
、
学
校
給

食
な
ど
自
治
体
の

サ
ー
ビ
ス
・
施
設

管
理
等
の
委
託
料

の
増
加
を
踏
ま
え
、物
価
高
へ

の
対
応
と
し
て
１
３
０
０
億

円
を
見
積
っ
た
。

な
お
、
仮
試
算
の
歳
出
は
、

人
件
費
や
社
会
保
障
関
係
費

等
を
除
い
て
前
年
度
同
額
を

計
上
す
る
な
ど
の
仮
置
き
の

計
数
で
あ
り
、予
算
編
成
過
程

に
お
い
て
、「
物
価
上
昇
に
合

わ
せ
た
公
的
制
度
の
点
検
・
見

直
し
」
も
踏
ま
え
、経
済・物

価
動
向
等
を
適
切
に
反
映
す

る
と
し
て
い
る
。
あ
わ
せ
て
、

地
域
デ
ジ
タ
ル
社
会
推
進
費
、

緊
急
防
災・減
災
事
業
費
、
緊

急
自
然
災
害
防
止
対
策
事
業

費
及
び
脱
炭
素
化
推
進
事
業

費
の
取
扱
い
も
含
め
、
「
令

和
８
年
度
の
地
方
財
政
の
課

地方財政収支の仮試算
翌年度の地方財政の姿を見通すため、８月末の予算概算要求の段階で示しうる地方財
政収支を機械的に試算。これに基づいて地方交付税の概算要求が行われる。

題
」
、国
の
予
算
編
成
の
動
向

等
を
踏
ま
え
、予
算
編
成
過
程

に
お
い
て
必
要
な
検
討
を
行

う
と
し
て
い
る
。

歳
入
は
、
地
方
税
が
2
・

0
％
（
0
・
9
兆
円
）
増
の

46・３
兆
円
、地
方
譲
与
税
が

4・0
％
（
0・１
兆
円
）
増

の
3
・
1
兆
円
、
合
わ
せ
て

2・1
％
（
1・0
兆
円
）
増

の
49
・
4
兆
円
と
見
積
も
っ

た
。こ
れ
は「
中
長
期
の
経
済

財
政
に
関
す
る
試
算
（
令
和

7
年
8
月
7
日・内
閣
府
）に

よ
る
各
種
指
標
等
を
踏
ま
え

て
試
算
し
た
も
の
。

国
庫
支
出
金
は
、
社
会
保

障
関
係
費
等
の
増
を
見
込
み
、

2・7
％
（
0・5
兆
円
）
増
の

国 地  方

+

臨時財政対策債

・ 交付税法定率分（地方法人税）等
	 2.1 兆円（▲ 0.1 兆円）

・特会借入金の元金償還金
	▲ 0.7 兆円（＋ 1.9 兆円）

・特会借入金の利払金
	▲ 0.5 兆円（▲ 0.2 兆円）

・機構準備金の活用
	 －兆円（▲ 0.2 兆円）

・前年度からの繰越
	 － 兆円（▲ 0.7 兆円）

交付税特別会計

令和令和 88年度　地方交付税の姿（概算要求）年度　地方交付税の姿（概算要求） 総務省資料から

・交付税法定率分（国税4税）等
18.4 兆円（▲ 0.2 兆円）

・法定加算
	0.1 兆円（▲ 0.0 兆円）

18.5 兆円
（▲ 0.2 兆円）

国の一般会計 交 付 額
19.3 兆円

（+ 0.4 兆円）交
付
税
特
会
か
ら
の「
出
口
」ベー
ス

交
付
税
特
会
へ
の「
入
口
」ベ
ー
ス

+0.9 兆円
（+0.6 兆円）

災
対
策
の
取
組
の
強
化
▽
老

朽
イ
ン
フ
ラ
の
適
切
な
管
理

▽
地
域
医
療
提
供
体
制
の
確

保
▽
物
価
高
を
踏
ま
え
た
公

共
事
業
や
施
設
管
理
▽
サ
ー

ビ
ス
等
に
お
け
る
価
格
転
嫁

の
推
進
―
な
ど
、
活
力
あ
る

持
続
可
能
な
地
域
社
会
の
実

現
等
に
取
り
組
む
こ
と
が
で

き
る
よ
う
、
安
定
的
な
税
財

政
基
盤
を
確
保
す
る
こ
と
を

課
題
と
し
て
い
る
。

歳入98.9兆円（+1.8）

歳出 98.9兆円（+1.8）

水準超経費を除く交付団体ベース 65.1兆円（+1.3兆円）
 一般財源総額 68.9兆円（+1.3兆円）

財政不足額 0.8兆円（▲0.3兆円）

給与関係経費
21.8（＋0.8）

一般行政経費
46.6（+0.9）

投資的経費
12.1（0.0）

公債費
10.8

（+0.1）
その他
7.6

（+0.0）

地方交付税
19.3（+0.4）

地方税・地方譲与税等
49.6（+1.0）

国庫支出金 地方債等
11.5（▲0.0）

※表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計が一致
しない場合がある。

※（  ）内は令和７年度地方財政計画（令和７年度政府予
算案等の国会修正を反映）からの増減額

①②

①地方交付税（法定加算）	 0.1
②建設地方債の増発	 0.8

（単位：兆円）
令和8年度地方財政収支（仮試算）

0 円
（前年度同額）

17.7（+0.5）

総務省総務省

17・7
兆
円
、
地
方
債
は
前
年

度
と
同
額
の
6・0
兆
円
を
見

積
っ
た
。
う
ち
、臨
時
財
政
対

策
債
は
前
年
度
に
引
き
続
き

ゼ
ロ
と
し
た
。

こ
の
結
果
、
一
般
財
源
総

額
（
地
方
税
等
、地
方
特
例
交

付
金
等
及
び
地
方
交
付
税
の

合
計
額
）
は
、
前
年
度
比
2・

0
％（
1・3
兆
円
）増
の
68・

9
兆
円
、交
付
団
体
ベ
ー
ス
で

前
年
度
比
2・1
％（
1・3
兆

円
）
増
の
65・1
兆
円
を
見
積

も
り
、
過
去
最
高
と
な
っ
た
。

な
お
、
東
日
本
大
震
災
に

係
る
地
方
の
復
旧・復
興
事
業

等
に
係
る
財
源
の
確
保
に
つ

い
て
は
、
事
項
要
求
と
し
て

い
る
。

社
会
保
障
関
係
費
や
人
件

費
等
の
増
加
、
物
価
上
昇
等

が
見
込
ま
れ
る
中
、
地
方
団

体
が
、
活
力
あ
る
持
続
可
能

な
地
域
社
会
の
実
現
等
に
向

け
た
重
要
課
題
に
対
応
し
つ

つ
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
安
定

的
に
提
供
で
き
る
よ
う
、「
経

済・財
政
新
生
計
画
」、「
経
済

財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方

活
力
あ
る
持
続
可
能
な
地
域

活
力
あ
る
持
続
可
能
な
地
域

社
会
の
実
現
等
に
向
け
た

社
会
の
実
現
等
に
向
け
た

重
要
課
題
へ
の
対
応

重
要
課
題
へ
の
対
応

地
方
の
一
般
財
源
総
額
の

地
方
の
一
般
財
源
総
額
の

確
保
と
財
政
健
全
化
等

確
保
と
財
政
健
全
化
等

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01zaisei02_02000402.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01zaisei02_02000402.html
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8
年
度
地
方
財
政
収
支
の
仮

試
算
【
概
算
要
求
時
】」
を

踏
ま
え
る
こ
と
―
と
の
考
え

方
に
基
づ
き
策
定
さ
れ
て
い

る
。内

訳
は
、
普
通
会
計
分
が

前
年
度
比
同
額
の
5
兆
９
６

２
０
億
円
を
計
上
し
た
。
こ

の
う
ち
、
通
常
分
は
前
年
度

同
額
を
基
本
と
す
る
た
め
、

5
兆
１
１
２
０
億
円
を
計

上
。
特
別
分
の
う
ち
臨
時
財

政
対
策
債
に
つ
い
て
は
、
前

年
度
に
引
き
続
き
ゼ
ロ
と

な
っ
た
。

針
２
０
２
５
」
等
を
踏
ま
え
、

経
済
・
物
価
動
向
等
を
適
切

に
反
映
し
つ
つ
、
交
付
団
体

を
始
め
地
方
の
安
定
的
な
財

政
運
営
に
必
要
と
な
る
一
般

財
源
の
総
額
に
つ
い
て
、
令

和
７
年
度
地
方
財
政
計
画
の

水
準
を
下
回
ら
な
い
よ
う
実

質
的
に
同
水
準
を
確
保
す
る

こ
と
を
課
題
と
し
て
い
る
。

令
和
8
年
度
地
方
交
付

税
・
地
方
特
例
交
付
金
等
の

概
算
要
求
の
詳
細
（
左
表
）

に
よ
る
と
、
入
口
ベ
ー
ス
で

前
年
度
比
1
・
2
％
減
の
18

兆
４
６
０
４
億
円
を
見
積
っ

た
。
こ
れ
は
、「
国
税
４
税
の

法
定
率
分
等
①
」
の
国
税
４

税
（
所
得
税
、
法
人
税
、
酒

税
、
消
費
税
）
及
び
「
一
般

会
計
か
ら
の
加
算
分
②
」
の

減
に
よ
る
も
の
。

フ
ロ
ン
ト
ヤ
ー
ド
改
革
や

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
利

臨
時
財
政
対
策
債
以
外
の

特
別
分
は
、
財
源
対
策
債
７

6
０
０
億
円
、
退
職
手
当
債

８
０
０
億
円
、
調
整
１
０
０

億
円
と
い
ず
れ
も
前
年
度
同

額
。
公
営
企
業
会
計
等
分
は
、

前
年
度
と
同
額
の
3
兆
１
２

８
３
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。

な
お
、
本
計
画
（
案
）
に

つ
い
て
は
、
令
和
８
年
度
の

国
の
予
算
編
成
の
動
向
等
を

踏
ま
え
、
地
方
財
政
の
状
況

等
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、

全
体
と
し
て
所
要
の
修
正
を

行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
東
日
本
大
震
災
分

に
係
る
地
方
債
計
画
は
、
東

日
本
大
震
災
に
関
連
す
る
事

業
を
円
滑
に
推
進
で
き
る
よ

う
、
所
要
額
に
つ
い
て
、
そ

の
全
額
を
公
的
資
金
で
確
保

を
図
る
こ
と
と
し
、
別
途
策

定
す
る
も
の
と
し
て
い
る

（
全
文 

）。

活
用
拡
大
等
に
よ
る
住
民
の

利
便
性
向
上
、
自
治
体
情
報

シ
ス
テ
ム
の
標
準
化
、
サ
イ

バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
の

強
化
、
Ａ
Ｉ
の
利
用
推
進
、

デ
ジ
タ
ル
人
材
の
確
保
、
デ

ジ
タ
ル
実
装
の
全
国
展
開
な

ど
に
よ
り
、
地
域
Ｄ
Ｘ
を
さ

ら
に
推
進
す
る
こ
と
を
課
題

と
し
て
い
る
。

東
日
本
大
震
災
に
係
る
地

方
の
復
旧・復
興
事
業
等
の
財

源
の
確
保
に
つ
い
て
は
、事
項

総
務
省
は
8
月

29
日
、
令
和
8
年

度
地
方
債
計
画

（
案
）
を
公
表
し

た
。同

計
画
案
は
、

①
引
き
続
き
厳
し

い
地
方
財
政
の
状

況
の
下
で
、
地
方

団
体
が
地
域
に
必

要
な
サ
ー
ビ
ス
を

確
実
に
提
供
で
き
る
よ
う
、

地
方
財
源
の
不
足
に
対
処
す

る
た
め
の
措
置
を
講
じ
る
と

と
も
に
、
所
要
の
地
方
債
資

金
の
確
保
を

図
る
こ
と
②

「
令
和
8
年

度
予
算
の
概

算
要
求
に
当

た
っ
て
の
基

本
的
な
方
針

に
つ
い
て
」

及
び
「
令
和

令和 8年度地方交付税・地方特例交付金等の概算要求の詳細	 総務省資料から

区　分
令和 8 年度
当初要求額

A

令和 7 年度
当初予算額

B

増減額
（A－B)C

増減率
C/B

一般会計からの
繰入れ

地方特例交付金等  ⑫ 1,492 1,936 △ 444 △ 22.9%
③＋⑫ 186,096 188,728 △ 2,633 △ 1.4%

（単位：億円）

区　分
令和 8 年度
当初要求額

A

令和 7 年度
当初予算額

B

増減額
（A－B)C

増減率
C/B

一
般
会
計
か

ら
の
繰
入
れ

国税４税の法定率分等	 ① 183,915 185,863 △ 1,949 △ 1.0%
一般会計からの加算分
	 （法定加算等）② 689 929 △ 240 △ 25.8%

計（入口ベース）	 ①+②=③ 184,604 186,792 △ 2,189 △ 1.2%

特
別
会
計

地方法人税の法定率分	 ④ 20,532 21,773 △ 1,241 △ 5.7%
返還金	 ⑤ 0 2 △ 2 △ 92.4%
特別会計借入金償還額	 ⑥ △ 7,000 △ 25,944 18,944 △ 73.0%
特別会計借入金利子	 ⑦ △ 4,769 △ 2,270 △ 2,499 110.1%
剰余金の活用	 ⑧ 0 400 △ 400 皆減
地方公共団体金融機構の公庫
債権金利変動準備金の活用	⑨ 0 2,000 △ 2,000 皆減

前年度からの繰越金	 ⑩ 0 6,822 △ 6,822 皆減
計④+⑤+⑥+⑦+⑧+⑨+⑩=⑪ 8,763 2,782 5,981 215.0%

地方交付税総額（出口ベース）	 ③+⑪ 193,367 189,574 3,792 2.0%

１．通常収支分

区　分
令和 8 年度
当初要求額

A

令和 7 年度
当初予算額

B

増減額
（A－B)C

増減率
C/B

復興特会からの繰入れ	 （注２） 事項要求 684 -　 -

2．東日本大震災分

（注１）平成20、21、令和元年度補正予算における臨時財政対策債振替加算相当額の精算分等である。
（注２）令和７年度当初予算額には、返還金（26億円）を含む。
（注３）表示単位未満四捨五入の関係で、積上げと合計、増減率が一致しない場合がある。
（注４）令和７年度当初予算額は、令和７年度政府予算案等の国会修正を反映したものである。

要
求
と
し
、通
常
収
支
と
は
別

枠
で
整
理
し
、所
要
の
事
業
費

及
び
財
源
を
確
実
に
確
保
す

る
こ
と
を
課
題
と
し
て
い
る
。

地
方
交
付
税
の

概
算
要
求
の
概
要

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、

本
来
役
割
が
適
切
に
発
揮
さ

れ
る
よ
う
総
額
を
確
保
す
る

こ
と
と
し
、19・3
兆
円
を
要

求
す
る
と
の
考
え
方
に
沿
っ

て
同
額
を
要
求
し
た
。

な
お
、令
和
８
年
度
は
、財

源
不
足
額
が
0・８
兆
円（
0・

３
％
）
減
と
な
っ
た
こ
と
か

ら
、
今
後
の
国
税
収
入・地
方

税
収
入
や
地
方
負
担
の
状
況

等
に
よ
っ
て
財
政
収
支
に
大

幅
な
不
足
が
生
じ
る
場
合
の

交
付
税
の
引
き
上
げ
を
事
項

要
求
と
し
て
い
る
。

区　分 令和 8 年度
計画額（案）

普通会計分	 ① （②+③） 59,620
通常分	 ② 51,120
特別分	 ③ 8,500

臨時財政対策債　 0
財源対策債 7,600
退職手当債 800
調　　　整 100

公営企業会計等分	 ④ 31,283
総 計	 ①+④ • ⑤+⑥ 90,903

通常分	 ⑤（②+④） 82,403
特別分	 ⑥（③) 8,500

通常収支分　（総務省資料から）
（単位：億円）

地
域
Ｄ
Ｘ
の
推
進
と
財
政

地
域
Ｄ
Ｘ
の
推
進
と
財
政

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
強
化

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
強
化

（単位：億円）

（単位：億円）

地方債計画
臨時財政対策債 ゼロ臨時財政対策債 ゼロ

前年度に引き続き

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01zaisei05_02000243.html
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01zaisei05_02000243.html
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通
称
ま
た
は
旧
姓
使
用

通
称
ま
た
は
旧
姓
使
用

本
紙
前
号
に
続
き
、「
令
和
７
年
度
市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査
結
果
」（
調
査

期
間
は
令
和
６
年
中
）
の
一
部
を
掲
載
す
る
（
調
査
結
果
は
本
会
ウ
ェ
ブ
掲
載 

）。
本

文
中
カ
ッ
コ
内
の
％
は
記
載
が
な
い
限
り
、
調
査
対
象
の
８
１
５
市
に
対
す
る
割
合
（
記

事
中
の
「
市
」
は
東
京
都
特
別
区
を
含
む
）。

請
負
状
況
報
告・公
表 

２９８
市
が
条
例
等
を
制
定

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

研
修・相
談
体
制

研
修・相
談
体
制

人口段階別
（市）

ハラスメント
研修実施

5万人未満
(303) 89(29.4%)

5～10万人
未満(235) 68(28.9%)
10～20万人
未満(145) 47(32.4%)
20～30万人
未満(48) 21(43.8%)
30～40万人
未満(32) 13(40.6%)
40～50万人
未満(17) 8(47.1%)
50万人以上
(15) 5(33.3%)

指定都市
(20) 12(60.0%)
全　市
(815) 263(32.3%)

表② 議員を対象とした
ハラスメント研修の実施状況

(単位＝市数)

な
る
な
ど
議
会
の
内
部
に
相

談
窓
口
を
設
置
し
た
市
が
45

市
（
５・５
％
）、
執
行
機
関

の
相
談
窓
口
や
弁
護
士
事
務

所
な
ど
に
委
託
す
る
な
ど
議

議
員
を
対
象
と
し
た
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
研
修
は
２
６
３
市

（
32
・
３
％
）
が
実
施
（
表
②
）

し
、
前
回
か
ら
99
市
増
。

研
修
の
対
象
と
し
た
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
に
つ
い
て
、
下
に

ま
と
め
た
。
最
多
は
パ
ワ
ー

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
２
４
２
市

（
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
研
修
を
実

施
し
た
市
の
92
・
０
％
）
で
、

セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ

ン
ト
の
２
２
５
市
（
同
85
・

６
％
）
が
続
い
た
。

研
修
の
内
容
に
つ
い
て
は
、

専
門
家
に
よ
る
講
演
が
２
４

２
市
（
92・０
％
）
で
最
多
と

な
っ
て
い
る
（
右
下
掲
）。

議
会
に
お
け
る
ハ
ラ
ス
メ

ン
ト
相
談
体
制
の
整
備
状
況

に
つ
い
て
は
、
議
長
や
議
会

事
務
局
長
等
が
相
談
窓
口
と

議
員
の
通
称
ま
た
は
旧
姓

の
使
用
に
つ
い
て
の
規
定
を

定
め
て
い
る
市
は
、
前
回
調

査
か
ら
20
市
増
の
２
１
４
市

（
26・３
％
）。

根
拠
規
定
に
つ
い
て
は
左

の
通
り
。

子
連
れ
議
員・

子
連
れ
議
員・

傍
聴
者
施
設・設
備
等

傍
聴
者
施
設・設
備
等

議
会
独
自
の
妊
産
婦
・
乳

幼
児
連
れ
の
議
員
や
傍
聴
者

を
対
象
と
し
た
施
設
・
設
備

等
の
設
置
状
況
に
つ
い
て
、

ト
イ
レ
に
お
む
つ
交
換
台
や

・議員の通称または旧姓の使用についての根拠規定	
	 	 （複数回答）

　規程または要綱等��������������������������� 111市（51.9%）
　議会運営委員会決定・申合せ���������������65市（30.4%）
　その他
　（各派代表者会議で決定等）����������������38市（17.8%）

※ %は議員の通称または旧姓の使用について取決めをしている
214市中の割合

㊦㊦

市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査

市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査

請
負
状
況
の
報
告
・

請
負
状
況
の
報
告
・

公
表
に
関
す
る
条
例
等

公
表
に
関
す
る
条
例
等

議
員
個
人
に
よ
る
請
負
の

状
況
の
報
告
・
公
表
に
関
す

る
条
例
等
を
制
定
し
て
い
る

市
は
２
９
８
市
（
36・６
％
）

で
、
前
回
調
査
の
１
２
２
市

（
15・０
％
）
か
ら
１
７
６
市

増
と
大
幅
な
伸
び
と
な
っ
た
。

人
口
段
階
別
の
制
定
状
況
に

つ
い
て
は
表
①
の
通
り
。

各
市
の
報
告
・
公
表
に
関

す
る
根
拠
を
定
め
た
法
令
の

形
式
に
つ
い
て
は
、
下
に
ま

人口段階別
（市） 制定している
5万人未満
(303) 92(30.4%)

5～10万人
未満(235) 89(37.9%)
10～20万人
未満(145) 63(43.4%)
20～30万人
未満(48) 19(39.6%)
30～40万人
未満(32) 14(43.8%)
40～50万人
未満(17) 9(52.9%)
50万人以上
(15) 5(33.3%)

指定都市
(20) 7(35.0%)
全　市
(815) 298(36.6%)

表①　議員個人による請負の状況の
報告・公表に関する条例等の制定状況

(単位＝市数)

・議員個人による請負の状況の報告・公表に
関する根拠を定めた法令の形式	　　（複数回答）
　条例�����������������������������������246市（82.6%）
　規程又は要綱等��������������������� 48市（16.1%）
　議会運営委員会決定・申合わせ�����3市　（1.0%）
　その他������������������������������������1市　（0.3%）
※ %はいずれも議員個人による請負の状況の報告・公
表に関する条例等を制定している298市中の割合

会
の
外
部
に
相
談
窓
口
を

設
置
し
た
市
が
８
市
（
１
・

０
％
）、
そ
の
他
が
29
市

（
３・６
％
）
だ
っ
た
。

ベ
ビ
ー
キ
ー
プ
を
設
置
し
て

い
る
市
が
２
０
３
市
（
24
・

９
％
）、防
音
を
施
し
た
特
別

な
傍
聴
席
を
設
置
し
て
い
る

市
が
71
市（
８・７
％
）、授
乳

及
び
お
む
つ
交
換
等
が
で
き

る
ス
ペ
ー
ス
を
設
置
し
て
い

る
市
が
68
市
（
８・３
％
）、

一
時
保
育
（
託
児
）
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
し
て
い
る
市
が
32

市
（
３・９
％
）、
そ
の
他
が

75
市
（
９・２
％
）
と
な
っ

た
。

・議員を対象としたハラスメント
研修の内容	 	 （複数回答）

　専門家による講演��242市（92.0%）
　グループディスカッション��� 11市（ 4.2%）
　その他������������������ 26市（ 9.9%）
※ %はいずれもハラスメント研修を実施し
た263市中の割合

・議員を対象としたハラスメント
研修で対象としたハラスメント
の類型	 （複数回答）

　セクシュアル
　ハラスメント����������225市（85.6%）
　妊娠・出産・育児または介護に関する
　ハラスメント����������146市（55.5%）
　パワーハラスメント���242市（92.0%）
　その他（モラルハラスメント、ジェンダー
　ハラスメント等）�������� 47市（17.9%）
※ %はいずれもハラスメント研修を実施し
た263市中の割合

と
め
た
。
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モ
ニ
タ
ー
制
度・

モ
ニ
タ
ー
制
度・

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
等

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
等

議
会
モ
ニ
タ
ー
制
度
を

採
用
し
て
い
る
市
は
40
市

（
４・９
％
）、
議
会
で
パ
ブ

リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
実
施
し

た
市
は
39
市（
４・８
％
）、住

民
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施

し
た
市
は
１
４
１
市
（
17
・

３
％
）
だ
っ
た
。

Ｆ
ａ
ｃ
ｅ
ｂ

ｏ
ｏ
ｋ・X（
旧

ｔ
ｗ
ｉ
ｔ
ｔ
ｅ

ｒ
）
等
に
よ
る

議
会
の
情
報
発

信
を
行
っ
て
い

る
市
は
５
０
７

市
（
62
・
２
％
）

で
、
前
回
調
査

（
４
６
８
市
）か

ら
39
市
増
加
し

た
。過

去
5
年
間

の
推
移
を
グ
ラ

フ
②
に
ま
と
め

た
。
最
多
は

グラフ②　SNS等による議会の情報発信の
　　　　　内訳、推移（直近 5年）　（複数回答可）

議
会
の
情
報
発
信

議
会
の
情
報
発
信

災
害
対
応
方
針
等

災
害
対
応
方
針
等

議
会
独
自
の
災
害
対
応
方

針
を
制
定
し
て
い
る
市
は
、

６
８
２
市
（
83
・
７
％
）
で
、

こ
の
う
ち
、
３
０
５
市
（
災

害
対
応
方
針
規
定
市
の
44
・

７
％
）
が
議
会
Ｂ
Ｃ
Ｐ
と
し

て
制
定
し
て
い
る
。

災
害
対
応
方
針
の
中
に
感

染
症
対
応
を
規
定
し
て
い

る
市
は
２
６
７
市
（
同
39
・

１
％
）（
表
⑤
参
照
）。

議 会 独 自 の 災 害 対 応 方 針

議会BCP
として制定

災害対応方針
に感染症対
応を規定

令和5年 663
（81.3％）

 280
（内 42.2%）

264
（内 39.8%）

令和6年 682
（83.7％）

 305
（内 44.7%）

267
（内 39.1%）

表⑤ 議会の災害対応方針の制定状況(単位＝市数)

全
議
員
を
対
象
に
タ
ブ

レ
ッ
ト
端
末
を
導
入
し
て
い

る
市
は
令
和
２
年
の
調
査
開

始
以
来
年
々
増
加
し
て
お
り
、

今
回
の
調
査
で
は
６
７
３
市

（
82・６
％
）
で
、
前
回
調
査

（
６
２
７
市
）
か
ら
46
市
増

加
。
調
査
開
始
時
の
令
和
２

年
か
ら
は
３
７
０
市
の
増
と

な
っ
た
（
グ
ラ
フ
①
参
照
）。

人
口
段
階
別
の
全
議
員
を

対
象
と
す
る
タ
ブ
レ
ッ
ト
端

末
の
導
入
状
況
は
、
表
③
の

通
り
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末200

300

400

500

600

700

6年5年4年3年令和２年

303

423

544
（市）

370市増

627
673

人口段階別 タブレット導入市数
5万人未満(303) 230(75.9%)

5~10万人未満(235) 200(85.1%)

10~20万人未満(145) 131(90.3%)

20~30万人未満(48) 45(93.8%)

30~40万人未満(32) 25(78.1%)

40~50万人未満(17) 16(94.1%)

50万人以上(15) 13(86.7%)

指定都市(20) 13(65.0%)

全　市(815) 673(82.6%)

表③ 全議員を対象とするタブレット端末の導入状況
(単位＝市数)

グラフ①　全議員を対象にタブレットを導入している市の推移
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末

タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末

の
導
入
状
況

の
導
入
状
況

の
活
用
に
よ
り
会
議
資
料
を

ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
し
て
い
る

市
は
、６
４
４
市（
タ
ブ
レ
ッ

ト
を
導
入
し
て
い
る
６
７
３

市
の
95・７
％
）
だ
っ
た
（
一

部
の
会
議
資
料
の
み
ペ
ー

パ
ー
レ
ス
化
し
て
い
る
場
合

を
含
む
）。

タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の
利
用

目
的
に
つ
い
て
は
、
庁
舎
内

で
の
公
務
（
本
会
議
、
委
員

会
、
協
議
等
の
場
な
ど
）
が

６
６
７
市
（
タ
ブ
レ
ッ
ト
を

導
入
し
て
い
る
６
７
３
市
の

99・１
％
）、
庁
舎
外
で
の
公

務
（
行
政
視
察
な
ど
）
が

６
４
１
市
（
同
95
・
２
％
）、

※表の％は各人口段階の市数に対する割合

本会議場 委員会室
全議員持ち
込みが原則

希望議員のみ
持ち込み可

全議員持ち
込みが原則

希望議員のみ
持ち込み可

パソコン 34
（4.2%）

253
（31.0％）

34
（4.2%）

285
（35.0%）

タブレット
端 末

571
（70.1%）

129
（15.8％）

573
（70.3％）

135
（16.6％）

表④ 本会議場・委員会室での議員のパソコン・
	 タブレット端末の使用状況 (単位＝市数)

本
会
議
場
・
委
員
会
室
で

の
パ
ソ
コ
ン
・
タ
ブ
レ
ッ
ト

端
末
の
使
用
状
況
は
、
表
④

の
通
り
と
な
っ
て
い
る
。

パ
ソ
コ
ン・タ
ブ
レ
ッ
ト

パ
ソ
コ
ン・タ
ブ
レ
ッ
ト

の
使
用
状
況

の
使
用
状
況

Ｙ
ｏ
ｕ
ｔ
ｕ
ｂ
ｅ
の
２
７
１
市

（
５
０
７
市
中
の
53
・
５
％
）。

ま
た
、
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
を
使
用
し

て
情
報
発
信
す
る
市
が
大
き

く
増
え
て
お
り
、
２
１
４
市

（
同
42・２
％
）
と
令
和
２
年

の
34
市
か
ら
５
年
間
で
１
８

０
市
増
加
し
て
い
る
。

議
員
活
動
（
公
務
及
び
政
務

活
動
以
外
の
議
員
活
動
）
が

４
７
４
市
（
同
70
・
４
％
）、

政
務
活
動
（
政
務
活
動
費
を

充
当
す
る
活
動
）
が
４
３
４

市
（
同
64・５
％
）、
私
的
活

動
（
私
人
と
し
て
の
活
動
）

が
48
市
（
同
７・１
％
）、
そ

の
他
が
38
市
（
同
５・６
％
）

と
な
っ
た
。
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市　章

【
市
の
概
要
】

▽
人
口　
２
万
６
８
５
２
人

（
令
和
７
年
９
月
１
日
現
在
）

▽
面
積　
１
５
２・86
㎢

▽
歴
史
・
沿
革　
香
川
県
の

東
端
に
位
置
し
、
北
は
瀬
戸

内
海
、
南
は
讃
岐
山
脈
に

接
す
る
自
然
豊
か
な
地
域

で
、旧
大
川
郡
の
引
田
町・白

鳥
町
・
大
内
町
が
平
成
15
年

４
月
１
日
に
合
併
し
て
誕
生
。

江
戸
時
代
か
ら
製
塩
業
や
製

糖
業
、
醤
油
醸
造
の
港
町
と

し
て
栄
え
、
明
治
期
以
降
は

１
３
０
年
以
上
続
く
手
袋
産

業
が
中
心
産
業
で
、
ハ
マ
チ

養
殖
発
祥
の
地
と
し
て
も
知

ら
れ
て
い
る
。
市
内
に
は
引

田
城
跡
や
歴
史
的
町
並
み
も

残
っ
て
お
り
、
伝
統
文
化
と

近
代
産
業
が
融
合
し
た
地
域

で
あ
る
。

▽
シ
ン
ボ
ル　
市
章
は
、
市

名
の
「
ひ
」
を
モ
チ
ー
フ
に

未
来
へ
飛
翔
す
る
姿
を
表
現
。

両
翼
の
三
本
羽
と
輪
は
合
併

し
た
引
田・白
鳥・大
内
の
３

町
が
「
ひ
と
つ
に
な
っ
て
誕

生
し
た
市
」
を
意
味
し
て
お

り
、
力
強
さ
と
統
一
感
を
象

徴
し
て
い
る
。

【
議
会
の
概
要
】

▽
議
員
定
数　

16
人
（
現

在・男
性
12
人
、
女
性
４
人
）

▽
前
回
選
挙　
令
和
５
年
４

月
23
日
、立
候
補
者
19
人（
投

票
率
61・22
％
）

▽
議
会
ト
ピ
ッ
ク
ス　
地
域

に
開
か
れ
た
議
会
運
営
に
資

す
る
た
め
、
議
会
報
告
会
を

開
催
し
、
市
民
と
の
意
見
交

換
を
実
施
し
て
い
る
。
ま
た
、

先
進
地
へ
の
視
察
研
修
等
を

通
じ
て
地
域
課
題
に
前
向
き

に
取
り
組
む
姿
勢
を
強
化
し

東
か
が
わ
市
は
、
香
川
県

の
東
の
端
に
位
置
し
て
お
り
、

地
場
産
業
は
、
日
本
一
の

シ
ェ
ア
を
誇
る
「
手
袋
」、日

本
で
初
め
て
養
殖
に
成
功
し

た
「
ハ
マ
チ
」、江
戸
時
代
か

ら
の
伝
統
産
業
「
讃
岐
和
三

盆
糖
」
が
あ
り
、
地
域
の
歴

史
を
物
語
る
豊
富
な
産
品
が

今
も
輝
き
続
け
て
い
ま
す
。

地
域
の
課
題
解
決
、
そ
し

て
未
来
へ
の
希
望
を
形
に
し

て
い
く
力
が
議
会
に
あ
る
と

考
え
て
お
り
ま
す
。
執
行
部

と
は
対
立
で
は
な
く
建
設
的

な
議
論
を
交
わ
し
な
が
ら
信

頼
関
係
を
構
築
し
て
い
く
こ

と
が
、
迅
速
か
つ
的
確
な
政

策
実
現
に
つ
な
が
る
と
考
え
、

議
会
の
機
能
強
化
に
努
め
て

い
ま
す
。

議
長
の
話

議
長
の
話

ハマチ養殖発祥の安戸池
（写真提供＝東かがわ市）

東
か
が
わ
市

監
事
市
紹
介

第7回第 7回

て
お
り
、
近
年
で
は
デ
ジ
タ

ル
地
域
通
貨
事
業
の
導
入
に

も
寄
与
し
て
い
る
。

渡邉堅次 議長

▼
議
長

▽
上
天
草	

嶋
元
秀
司（
5・16
）

▽
鎌
倉	

中
澤
克
之（
5・22
）

▽
深
谷	

田
口
英
夫（
6・2
）

▽
喜
多
方	

伊
藤
弘
明（
6・5
）

▽
本
宮	

斎
藤
雅
彦（
8・1
）

▽
向
日	

山
田
千
枝
子（
8・1
）

▽
東
根	

高
橋
鉄
夫（
8・4
）

▽
長
浜	

伊
藤
喜
久
雄（
8・4
）

▽
淡
路	

岨
下
博
史（
8・6
）

▽
厚
木	

瀧
口
慎
太
郎（
8・7
）

▽
刈
谷	

鈴
木
正
人（
8・7
）

▽
可
児	

川
上
文
浩（
8・7
）

▽
福
島	

白
川
敏
明（
8・8
）

▽
壱
岐	

土
谷
勇
二（
8・8
）

▽
三
郷	

武
居
弘
治（
8・11
）

▽
二
戸	

田
代
博
之（
8・12
）

▽
松
阪	

濱
口
高
志（
8・12
）

▽
那
覇	

坂
井
浩
二（
8・12
）

▽
奈
良	

大
西
淳
文（
8・19
）

▽
益
田	

佐
々
木
惠
二（
8・25
）

▽
知
立	

永
田
起
也（
8・26
）

▽
松
原	

河
内　
徹（
8・27
）

▽
岐
阜	

竹
市　
勲（
9・2
）

▼
副
議
長

▽
上
天
草	
田
中
辰
夫（
5・16
）

▽
鎌
倉	
児
玉
文
彦（
5・22
）

▽
深
谷	

柿
澤
祐
介（
6・2
）

▽
喜
多
方

	

菊
地
と
も
子（
6・5
）

▽
会
津
若
松

	

古
川
雄
一（
8・1
）

▽
本
宮	

伊
藤
隆
一（
8・1
）

▽
向
日	

村
田
光
隆（
8・1
）

▽
み
や
ま　
中
島
一
博（
8・1
）

▽
東
根	

東
海
林
克
彦（
8・4
）

▽
長
浜	

杉
本
英
一（
8・4
）

▽
尾
花
沢	

和
田　
哲（
8・5
）

▽
淡
路	

古
山
久
則（
8・6
）

▽
厚
木	

望
月
真
実（
8・7
）

▽
刈
谷	

加
藤
幹
樹（
8・7
）

▽
可
児	

大
平
伸
二（
8・7
）

▽
福
島	

羽
田
房
男（
8・8
）

▽
壱
岐	

中
原
正
博（
8・8
）

▽
三
郷	

渡
邉
雅
人（
8・11
）

▽
二
戸	

駒
木　
昇（
8・12
）

▽
松
阪	

楠
谷
さ
ゆ
り（
8・12
）

▽
那
覇	

大
城
幼
子（
8・12
）

▽
奈
良	

道
端
孝
治（
8・19
）

▽
益
田	

中
島
賢
治（
8・25
）

▽
知
立	

杉
浦
弘
一（
8・26
）

▽
松
原　
植
松
栄
次（
8・27
）

▽
熊
野　
大
橋
秀
行（
9・1
）

▼
事
務
局
長

▽
山
鹿　
森
田
英
美（
4・1
）

▽
中
間　
北
原
鉄
也（
8・1
）

議
会
人
事

９
月
５
日
に
日

本
に
上
陸
・
接
近

し
、
静
岡
県
を
中

心
に
突
風
や
大
雨

な
ど
の
被
害
を
も

た
ら
し
た
台
風
15

号
及
び
台
風
に
伴

い
発
生
し
た
竜
巻

は
、
住
宅
被
害
が

２
３
７
０
棟
、
人

的
被
害
が
85
人
と

甚
大
な
被
害
を
も

た
ら
し
た
。

こ
れ
に
伴
い
、

県
は
牧
之
原
市
な

ど
９
市
１
町
に
災

害
救
助
法
を
適
用

し
た
。
同
法
の
適

用
に
よ
り
、
避
難
所
設
置
や

被
災
者
の
救
出
、
住
宅
の
応

急
処
理
な
ど
に
係
る
費
用
の

５
～
９
割
が
国
庫
負
担
さ

れ
る
。

石
破
茂
首
相
は
9
月
9

日
、
台
風
15
号
及
び
竜
巻
に

よ
る
災
害
に
つ
い
て
、
激
甚

災
害
と
し
て
指
定
す
る
方
針

を
表
明
し
た
。
こ
れ
に
よ

り
、
復
旧
・
復
興
事
業
に
対

し
国
に
よ
る
財
政
措
置
が
行

わ
れ
る
見
込
み
。
地
域
を
限

定
し
な
い
「
本
激
」
と
し
て

指
定
さ
れ
、
全
国
一
律
で
支

援
が
行
わ
れ
る
（
本
激
の
補

助
率
は
局
地
激
甚
災
害
と
同

水
準
）。

台風15号・竜巻 激甚災害指定へ
各地に災害救助法を適用


